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※令和３年度から担当する地域
　と名称が一部変わりました！　65歳以上の方の介護や健康等の相談は地域包括支援センターにご相談ください！
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　介護保険制度は、平成12(2000)年の創設から、その持続可能性を高めつつ、高年者が可能な限り住み慣れた地域でその有
する能力に応じて、自立した日常生活を営むことを可能とするために、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援が包括的に
提供される「地域包括ケアシステム」の推進に向け、改正が行われてきました。
　草加市においても、実情に鑑み３年ごとに高年者プランを策定しており、令和３年度から５年度までの「第八次草加市高年
者プラン」を策定しました。

介護保険課からのお知らせ

　第１号被保険者（６５歳以上）で新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれ、
次のいずれかに該当する場合は、申請により、介護保険料の全部または一部の減免が受けられます。
対 象１ 　主たる生計維持者が死亡、または重篤な傷病を負った場合
対 象２ 　主たる生計維持者の事業収入等（不動産収入、事業収入、給与収入及び山林収入）の減少が見込まれ、
　　　　　次の要件全てに該当する場合
           　①生計維持者の事業収入等のうちいずれかが令和２年に比べ、３０％以上減少する見込みであること
           　②収入減少が見込まれる所得以外の令和２年の所得合計が４００万円以下であること

新型コロナウイルス感染症の影響による介護保険料の減免制度があります

介護サービス費の自己負担限度額が変わります

　施設入所等にかかる費用のうち居住費及び食費は原則本
人の自己負担となりますが、低所得者（住民税非課税世帯）と
生活保護受給者は、申請により居住費及び食費の負担を軽減
する補足給付があります。

　令和３年８月から、補足給付の利用者負担段階（第3段階）の
細分化、食費の変更、預貯金額等による支給要件等の細分化
が行われます。

施設入所等の居住費・食費の軽減制度の支給基準と食費が変わります

草加市の問い合わせ先　　　☎048-922-0151（代表）　　FAX048-922-3279

●介護保険課　認定係………☎048-922-1414
　　　　　　　　給付係………☎048-922-1421
　　　　　　　　保険料係……☎048-922-1376
　　　　　　　　計画・指導係…☎048-922-1032

●長寿支援課　地域支援係…☎048-922-2862
　　　　　　　　相談支援係…☎048-922-1281
　　　　　　　　長寿推進係…☎048-922-1342

◆開所日時　　毎週月曜日～土曜日　午前９時～午後５時（日曜祝日および12/29～1/3を除く）

新栄1～4、長栄1～4、清門1～3、新善町、金明町、旭町1～6

八幡町、弁天1～6、中根1～3、松江1～4、栄町1～3

青柳1～8、青柳町、柿木町

原町1～3、北谷1～3、北谷町、苗塚町、花栗1～4、小山1～2、松原1～5

草加1～5、西町、氷川町

神明1～2、住吉1～2、手代1～3、中央1～2、高砂1～2、吉町1～5、稲荷1～6、松江5～6

柳島町、遊馬町、新里町、両新田西町、両新田東町、谷塚上町、谷塚仲町

谷塚町、谷塚1～2、瀬崎1～7

　高額介護（介護予防）サービス費支給制度とは、１か月の介
護サービス費の自己負担額が世帯合計（個人）で限度額を超え

た場合に、その超えた分が払い戻される制度です。住民税課税
世帯の区分が細分化され、限度額が変わります。

●自己負担限度額（月額）
令和3年7月まで 令和3年8月から　

●居住費等、食費の負担限度額（１日あたり）　例：特別養護老人ホーム、短期入所生活介護を利用した場合

区分

住民税課税世帯
住民税
課　税
世　帯

44,400円

140,100円
93,000円
44,400円
44,400円
24,600円24,600円

15,000円 15,000円

24,600円（世帯）
15,000円（個人）

24,600円（世帯）
15,000円（個人）

住民税非課税世帯

生活保護の受給者の方等

●老齢福祉年金受給者の方
●前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計
　が80万円以下の方等

住民税非課税世帯

生活保護の受給者の方等

●老齢福祉年金受給者の方
●前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計
　が80万円以下の方等

年収約1,160万円以上の方
年収約770万円以上1,160万円未満の方
年収約383万円以上770万円未満の方
上記以外の住民税課税世帯の方

限度額 区分 限度額

草加市高年者応援サポーター
そうたくん

令和
3年度

令和3年
8月から

令和3年
8月から

お問い合わせは、
ホームページまたは
介護保険課保険料係
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※青字は令和３年８月からの変更箇所です

※（　）内の金額は、介護老人保健施設と介護療養型医療施設、介護医療院、短期入所療養介護を利用した場合の額です。        

居住費等
ユニット型
個室

1,310円

1,310円

1,310円

820円

820円

1,310円

1,310円

1,310円

490円

490円

820円
（1,310円）

820円
（1,310円）

820円
（1,310円）

420円
（490円）

320円
（490円）

370円

370円

370円

370円

0円

650円

1,360円

６５０円

390円

300円

650円

1,300円

1,000円

390円
８月から
600円

300円

施設
サービス

短期入所
サービス

ユニット型
個室的多床室 従来型個室 多床室

食費

世帯全員が住民税非課税で、前年の合計
所得金額と課税・非課税年金収入額の合
計が８０万円超の方【令和３年７月まで】

【預貯金等の状況】
支給には、次の預貯金等の要件がありますが、令和３年８
月からは金額が利用者負担段階別になります。

<令和３年７月まで>
単身で1,000万円、夫婦で2,000万円以下であること。

<令和３年８月から>
第３段階②：単身で500万円、夫婦で1,500万円以下
第３段階①：単身で550万円、夫婦で1,550万円以下
第２段階　：単身で650万円、夫婦で1,650万円以下
第１段階　：単身で1,000万円、夫婦で2,000万円以下

（注）住民票上世帯が異なる配偶者の課税状況、資産等
の要件も勘案します。

世帯全員が住民税非課税で、前年
の合計所得金額と課税・非課税年
金収入額の合計が１２０万円超の
方

世帯全員が住民税非課税で、前年
の合計所得金額と課税・非課税年
金収入額の合計が８０万円超１２０
万円以下の方

世帯全員が住民税非課税で、前年の合計
所得金額と課税・非課税年金収入額の合
計が８０万円以下の方
・生活保護受給者
・老齢福祉年金受給者で、世帯全員が住民
税非課税の方

お問い合わせ先　　介護保険課　給付係

お問い合わせ先　　介護保険課　給付係

第八次草加市高年者プランを策定しました

すべての人が支え合い住み慣れた地域で
いつまでも自分らしく暮らせるまち

を目指して

　草加市では、高年者をはじめとしたすべての住民や資源が協働し、支え合うことで、いつまでも住
み慣れた地域で人格と個性を尊重しながら、自分らしい生活を送り続けることができるまちを目指し
ます。

◀地域住民が主
体となって運営
する通所型サー
ビスB
　閉じこもりや
活動量の低下を
防ぐため、体操
やレクリエーシ
ョン等を行う活
動の場です。市
内9ヶ所で運営し
ています。


